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〔１９９７．８．１９～２０　１９９７年度同和問題等県民啓発講座　第二講〕




はじめに

　今日は、「障害者と人権」というテーマですが、私自身が障害をもつ人に出会って、共に過ごしてきた時間の中から、①私自身がむしろ教えられたこと、②学びとったこと、③自分自身にプラスになったこと、を皆さんにお伝えできたらと思います。

　そういう中で、テーマの「障害者と人権」ということを皆さん共に一緒に考えてみたいと思いますので、約１時間半ほどですが、おつきあいを願います。

　今日お話しするのは、レジュメにあります１から５のとおりで、

　１で、障害をもつ人との関わりから、はじめに当事者との出会いに触れ、　　　　　　　　　　　　

	


　２で、障害者の人権保障の動きいろんな人権思想の紹介、国連やわが国の動きを紹介して、

	


　３で、障害をもつ人のおかれている現状を、私の接している当事者との関わりから具体例を申し上げ、　　　　

　　４で、障害者の（人権）問題とは何か 具体的にはどういうことなのかを皆さんと共に考え、

	


　最後に５で、人権と内発的義務を考える視点として私見を含めて考えを述べたいと思います。

	


　今日は、結論的に言いたいことは３点ありまして、

　一つは、「障害をもつ人の課題を考えていくことは、この国、この地域、社会を変えていくいろんなヒントを与えてくれる」ということであり、二つ目には、「異質な世界、異文化に触れるというのは、等身大で足が地に着いた考えができ、自ら考え自ら動くことができるようになる」ということであり、三つ目には、「そういう中で、『障害者と人権』の問題を考えていくことは、例えば、部落問題への違和感も無くなってくるし、そこに人権を身近に考える手掛かりのひとつがあるのではないか」ということで、そんなことをお話しできればと思います。

　ただ、少しはじめに断っておきたいことは、私自身は一応障害をもつ当事者ではないということ、それと、私は行政の内側にいますが、私の考えや主張は必ずしも福祉行政・障害福祉担当と同じ方向を必ずしもを向いているのではないということです。（だからといって私の責任は免れませんが）そういう意味で少数派であり、少数者です。

　それでも、重い障害をもつ当事者のことを考えれば、少しでも今の情況を変えたいと思い、またできるだけ現場の生の声を伝えるのが私に課せられた責務かとも思いますので、「日暮れて道遠し」の無力感をいつも感じていますが、それこそ「千里の道も一歩から」ということもありますので、今日このような機会を得ましたので、皆さんにできるだけ私の思いをお伝えしようと思います。

１障害をもつ人との関わりから

○　知的障害者と生活交流会・作業所づくり
　私は、昭和６０年に初めて福祉の仕事につき、生活保護のケースワーカーとなりました。

　対象者の中に知恵遅れの人がいて、月１回の生活交流会で出会い、絵を描いたり、料理を作ったり、スポーツをするなどして、そこでゆったりとした時間の過ごし方を身をもって知りました。いかに我々が、効率重視の世界で動いてきたのかを身をもって体験したわけです。

　また、３年前までは、福祉事務所の現場にいて、障害者の作業所づくりー 障害をもつ人の昼間の活動の場づくり、自己実現の行き場に関わっていました。出来上がって近くへ行った時に寄ると、

	

	



「ホッとする感覚」とかいうのを味わえて、こんな前を向いた仕事に従事させてもらい給料をもらって、県職員になっていい面もあるなあといつも思っていました。反面、一人ひとりの障害が違う（種別や重さ）こともあって、親御さん同士で足の引っ張り合いをする場面もあり、なかなか難しい世界でもあるということを感じていました。

○　脳性マヒ（ＣＰ）者と筋ジストロフィ－者に支えられる
　身体障害の人とは、福祉事務所で障害者問題の研修会を開催する中で出会い、脳性マヒで言語障

害の重い人の話しがなかなか最初は聞き取れなかったのですが、集中して聞き慣れてくると、だん

だん分かってくるようになりました。映画「さようならＣＰ」を研修会で上映したことがありましたが、字幕スーパーを出さない理由―本人の生の声を聞くことから出発して、そこから障害をもつ人と

	


どうつきあえるかを考える契機になればということであり、集中して映像の訴えそのものを見てほしいということ がようやく分かってきた、そのような異質な世界に初めて触れた思いでした。

	


　車イスの人達と接していると、外出できない大変さが身に染みて実感させられました。男性の車イス利用障害者は、どこへ行くのも「シビン」（溲瓶）をもっていきます。よく分からなかったのですが、外へ出たときに障害者用のトイレがほとんどないからなんですね。水分をかなり日常的に控えていることもわかりました。その外にも、接してみて初めて分かったことは多く有りました。

それから、接しているうちに、支えていたつもりが、実は今は自分の方が障害をもつ人に支えられているな、という実感をもっています。

○　精神「病者」の生活障害に向き合う
　精神障害者の方とのつきあいは、心身障害（知的・身体）の方よりは多くありません。今、私は直接の仕事として生活保護の仕事に携わっていますが、その関係で多く学ぶ機会がありました。この障害は、病気が生活をしていく力を弱めることをきちんと押さえることが必要であり、病気の特性や障害への理解を深めることが生活支援のために大切なようです。代表的な精神分裂病は、若い１０代後半から２０代前半の発病が多く、生活体験が無かったり、暮らしべた、現実離れ、こわれやすいなどを特徴とし、最近では、「生活障害」と言われています。誰でもおこりうる、いつ自分が相手と代わって発病してもおかしくない、そういう思いを持ちました。

　こういう出会いですが、「こういう世界もある、しかも、かなり普遍性をどこかに感じさせる」ということで、自分にとって、「仕事だけではない、仕事以上の意味ある世界」と思えてきた、そんな出会いです。

２障害者の人権保障の動き

　次に、少し、いろんな人権思想― 障害者の人権思想の紹介や、あと国連での動き、そして我が国の動きを見てみたいと思います。

	


（１）障害者の基本的人権の尊重
　かつて、障害者像の説明としては、歴史上は、「ヒルコ神話、ひょっとこ伝説、ハーメルンの笛吹き男伝説」や、また文学の世界では、「みにくいアヒルの子、エレファントマン」などいろいろ言われてきたかと思います。

　障害者は、このように「遺棄」されたり、「特異な存在」として扱われたり、せいぜい「慈善の対象」か「特殊な保護的存在」として位置づけられてきました。ところが、第２次世界大戦後、社会的な課題として、「障害者の基本的人権の尊重」がようやく言われるようになってきたかと思います。

「世界人権宣言」（１９４８年）では、「人類社会のすべての構成員の、固有の尊厳と平等にして譲る事のできない権利とを承認する事は、世界における自由と正義と平和の基礎である・・・」と謳われました。こういうことから、人権尊重がスタートしてきます。

（２）リハビリテーション理念の問題性と展開
　比較的早くから言われた障害者の人権思想として、「リハビリテーション」があります。

　第２次世界大戦での戦傷病者の機能回復訓練として注目されましたが、日本でも、身体障害者福祉政策が一番早く始まり、それは傷い軍人の援護から始まっているわけです。

　これは、日常生活動作や職業的更生にウエイトをおき、少しでも多くの障害者を「税金の消費者だけの立場から、税金を納める立場に変えさせる論理」といいますか、経済効率重視の考えがあったからです。語源は、「リー＝再び」「ハビリ＝適した、ふさわしい」「エーション＝～にすること」、つなげると、「再び適したものにすること」です。

　これでは、重度障害者や先天性（生まれつきの）障害者― この方達は、「リー＝再び」ということはあり得ないわけですがーの人は、選別され、排除されることになります。

	

	


　そこに、障害者全体の社会問題的視点が薄いということで、問題性が指摘されました。今は少し、全人間的復権とか、地域に根ざしたリハビリテーションという展開をしようとしていますが、今後にかかっているというところです。

（３）北欧モデル＝共生― ノーマリゼーション
	


　リハビリテーションが身体障害者中心の理念であったのに対し、１９６０年代にイギリスでは、

精神障害者の医療領域で「コミュティケア」― 地域社会を医療の場とする思想や、北欧では知的

	
	
	


障害者の人権擁護に端を発した「ノーマリゼーション」の思想が生み出されました。

　「コミュティケア」の理念は、要援護老人など広く社会福祉対象者に対する施設ケアと在宅ケア

を統合させた理念として、施設福祉から地域福祉への展開に寄与し、障害者の地域社会統合の必要

性を示したと言われています。

　ここでは、皆さんがよく聞かれる「ノーマリゼーション」を中心に話を進めていきます。

　　第２次世界大戦で、ナチスドイツは「優生思想」に基づいて、障害者への断種の強制、強制収容

所への収容、ガス室による抹殺を行ったのはご存じのとおりです。優生思想というのは、「障害は個人にとって不幸であり、社会にとっては負担であるから撲滅すべきである」という考え方であり、優生は、よい種に由来しています。これに対して、ファシズムへの批判と抵抗をを行ってきた人達は、第２次世界大戦後に自らの国内における障害者の処遇に目を向け始めたわけです。そうしますと、巨大施設の隔離収容的保護を見て、そこに非人間的処遇への厳しい反省をし、批判を浴びせることになりました。ここから出発した理念として、デンマークのバンク－ミケルセンが行政の中に持ち込んで実現したのが「ノーマリゼーション」という考えでした。彼自身、レジスタンス運動へ参加し、強制収容所の生活を体験しています。フランクルの「夜と霧」の世界です。

　この「ノーマリゼーション」という用語ですが、「ノーマライゼーション」という使われ方も多いですが、デンマーク語の発言に近い「ノーマリゼーション」をバンク－ミケルセンを紹介した本

（『「ノーマリゼーションの父」Ｎ・Ｅ・バンク－ミケルセン　その生涯と思想』花村春樹訳・著Ｐ８２）でも使用されていますので、「ノーマリゼーション」を私は使います。

　一般の定義では、「ノーマリゼーション」とは、障害者にできるだけ「ノーマル＝正常」に近い

生活を提供すること、とされています。この言葉は、正確には二つの側面があると言われています。

　一つは「同化としてのノーマリゼーション」であり、もう一つの側面は、「異化（ちがい）としてのノーマリゼーション」で説明がされます。

　「同化としてのノーマリゼーション」は、一般の定義にあるように、障害者の生活を通常レベルに近づけていく＝同化していく、ノーマルにしていく、と言う意味です。しかし、これはある面で、「障害者が健常者に追いついていく」というような危険な適応主義、障害そのものの尊厳性を否定しかねない問題性を含むとも言われています。これに対して、「ある社会からその構成員のいくらかの人々を締め出す場合、それは弱くて脆い社会である」（国際障害者年行動計画　１９８０年）という表現に代表されるように、「異化（ちがい）としてのノーマリゼーション」は、次のように言います。「障害者を差別することなく、平等に存在させる社会こそノーマルな社会であり、そのような社会に変革していくことを目標とする」視点が必要であり、「すべての人が構成員」― 障害をもつ人も含めてこの世の中は成り立っている、障害者が一定の割合を占めるのは当然という考え方です。北欧では、ある時期までの初期の時代では同化的側面が重視されていましたが、その実

	

	


践的蓄積や異化的側面の浸透とともに、人権保障の理念・実践として「ノーマリゼーション」が根づいています。

（４）アメリカモデル＝自立― 自立生活理念、メインストリーム
	


　次に、アメリカモデルで自立を基本的な考え方とする自立生活理念が１９７０年代に生成・発展してきます。

　「人の助けを借りて１５分で衣服を着、仕事に出かけられる障害者は、自分で衣服を着るのに２時間かかるため家にいるほかはない障害者より、自立している」という自立観であり、自立の考え方が根本的に変わってきています。「人の手を借りても、主体的に生きていればそれは自立なんだ」という考えであり、障害者は保護される者、保護の対象者から、生活の主体者に変わってきたということです。

　「何もかもすべて自分でやるのが自立ではない」、人に依存していても、他人に手を借りていても積極的な自立は存在し得るという自己決定権の行使を自立と捉える考えです。実際の例で申し上げますと、脳性マヒ者（ＣＰ）の夫婦の子育てと食事の場面で、子どもに食事を与えるときに、どの皿を使いどのように味付けをするかを介助者に伝え指示する、母親は自分で包丁もまないたも使えないが、指示することで自分が子どもに味付けをして食べさせているという感覚―当事者が主体であることを打ち出しています。

	


　また、もう一つの例では、まばたきでしか意思表示ができない重度障害者であっても、食事、衣服などの選択について、介助者がその都度「あいうえおか・・」と言葉を発して本人に伝え、本人は「あいうえおか・・」に対して全てまばたきで答え、意思を伝えて生活を主体的に創り出しています。

　このようなことは、「障害者の自己決定権と選択権が最大限に尊重されている限り、たとえ全面的な介助を受けていても、人格的には自立している」という考えであり、障害者自らのアイデンティティを回復・確立することにつながったと言えます。こういう新しい自立観は、従来困難とされてきた重度障害者に人間としての尊厳を保障していくうえで、大きな歴史的役割を果たしたと言えます。従来の伝統的な自立観― 利潤をあげる生産活動にどれだけ貢献したかで人間の価値を評価しようとする「社会効用的処遇観」のもつ問題性をするどく指摘して、新しい人間観や価値観の必要性を提起したと思います。

	


　アメリカのバークレーの大学から始まった自立生活運動であり、酸素ボンベを積んで自由に町を大学構内を電動車イスで走り回る、そういう世界です。

　自立生活理念の思想は、それまでの専門家優位の意思決定の仕組み＜医療モデル＞に対して批判の目を向けさせ、＜自立生活（支援）モデル＞
― 当事者の実践を真摯に受けとめて、支援者自らのサービスを転換していくー の確立にも寄与していきました。

	

	


　分かりやすい言葉で言えば、「私たちを患者、病人扱いするな」「施設や病院に閉じ込めて、私たちの生活全体をコントロールしようとするな」「私たちが、何を食べ、何を着、何を学び、何をして遊び、将来をどう考えるのかー 私たちの人生のことは私たちに決定させろ」という、障害をもたない人にとっては、ごくあたりまえの要求であったわけですね。こういうサービスのパラダイム転換もこの運動から学ぶべきことだと思います。

	


（５）機会平等理念―ＡＤＡ法として法制化
	
	


　基本的思想の三つ目として、機会平等理念があります。

　この理念は、障害を理由に社会参加の機会が制約されることのないように、障害をもつ人も、もたない人同様に、教育や雇用、文化、住宅など社会のあらゆる領域に参加し、均等な機会を享受することを目的とする思想であります。よく知られている国際障害者年行動計画（１９７９年に国連で策定）では、「完全参加と平等」の実現が主なテーマとなり、わが国を含めて国際的にこの理念を普及させましたが、宣言的な理念であり、実効性のあるものとは言えませんでした。

　この機会平等理念を法制化する動きがアメリカで開始され、１９９０年に「障害をもつアメリカ人法」として制定されました。このような障害者の機会平等法は、社会のあらゆる領域における障害を理由とした不合理な差別を法的に禁止することにより、障害者の社会参加機会の平等化を実現しようとするものでした。これにより機会平等は初めて、現実的な理念となり得たのでした。

　アメリカにおける機会平等の法理は、結果の平等とは一線を画しながらも、実際上存在する社会的・経済的不平等を是正する役割を担っていると言えます。アメリカの国民には、「チャンスの前にはすべて平等でなければならない」という考え方があるのですね。

　このＡＤＡ法は、人種差別の公民権法のもとの三つの法理を下敷きにしています。

　一つ目は、黒人と白人の雇用上の取扱いの区別があったのと同様、障害を理由とした雇用の不採用、入学の拒否などー「取扱いを異にすることは許されない」ということです。

	


　二つ目は、「間接的差別」― 形式的に機会は同じでも、結果的に著しい機会の不平等をもたらす場合。例えば、視覚障害者に文字で書かれた問題を答える筆記試験を行い、一律に不合格とする場合などが、これに当たります。

	


　三つ目は、「合理的な便宜供与」の拒否による差別禁止の法理であり、障害者の就労に配慮した特別な取り計らい（障害者対応トイレ、スロープの設置等の改善）をしない場合です。このように障害者差別禁止を三形態で判断する法理が確立しています。

　アメリカでは、この機会平等理念をＡＤＡ法で法制化し、「行政救済、司法救済、損害賠償など社会的制裁措置が認められている」ところに大きな意味があり、日本の障害者基本法との違いもここにあります。ＡＤＡ法は、住宅・交通・公共的施設・教育・雇用などいろんな分野に適用されていますが、ただ、「過度な負担」は事業主は拒否できるなど、問題点もないことはないようであります。

　さらに、この機会平等理念を受けとめたものとして、１９９３年に国連で採択された「障害者の均等化に関する基準規則」があります。国際障害者年１０年の成果と反省を踏まえて、特に統合教育の重視を国際的な基準規則に位置づけたのが特徴です。専門的分離教育優先のわが国の教育政策に反省を迫るものとして示唆的だと思います。このことを考えますと、わが国の文部省は、かなり孤立しているのではないかと私は思います。

　以上のように、レジュメの２の項目で障害者の人権保障の動きをたどってきたわけですが、大きく３つの基本的思想があることをご理解願えたと思います。この三つの思想の関係では、アメリカモデルのうち「自立生活理念」「機会平等理念」の二つは、一定の限界も言われています。身体障害者で自己主張できる、参加する力がある人中心で、自己主張や自己決定が制約された障害者には「結果平等」は保障しえないのではないか、という限界です。そういう点からすると、最重度障害者も含めて、人権理念としては、ノーマリゼーションが重視されるのかと思います。

　「ノーマリゼーション」の理念には、経済効率性とか「社会効用的処遇観」― 社会に貢献できる人がエライーと対立できるし、単なる社会福祉の理念を超えた国家社会の統合的な共生原理だと思います。多様性を認め、共生社会を目指す最も優れたレベルの人権保障の考え方が「ノーマリゼーション」―すべての人が構成員― だと思います。

	


「自立生活理念」「機会平等理念」も取り込み、なお、普遍的なものが「ノーマリゼーション理念」

だと思います。


	

	
	


　それでは、次にこの三つの基本思想を押さえながら、「我が国の状況」はどうなのかということを少し述べたいと思います。

〔我が国の障害者の人権保障の状況〕
　１９６０年代では、戦後の身体障害者福祉法の理念である「保護と更生と隔離」という施設入所中心の考えがあり、障害児の教育は、「就学猶予・免除」であり、自己完結的な大規模収容型の「コロニー建設」の時代でありました。

　１９７０年代に入り、時代背景もあって、大きな転換が出てきて、「地域であたりまえに生きる」というのが初めて少数ながら打ち出されてきました。注目すべき二つの動きがあり、一つは、「府中テント闘争」であり、もう一つは、「青い芝の会の思想」でありました。また、共同作業所運動も１９７２年頃から始まっています。

　「府中テント闘争」というのは、東京都に１９６８年に府中療育センターが設置され、当時は「東洋一の医療施設」といわれたようです（美濃部都知事の時代のもの）が、その管理体制に対して、入所者から批判の声が上がった脱施設・反施設運動の闘争であります。

（当局である都庁前にテントを張り、２年近く座り込み闘争を行った。）

　入所者達が耐え難いと感じたのは、例えば次のようなことであった。

	　　　衝立のようなしきりがあるだけの男女各一部屋ずつの大部屋に収容され、起床は６時（５時１５分に電灯が付けられる）、消灯は９時。トイレの時間も決まっていて、トイレに連れていく手間を省くために朝は全員に便器があてがわれる。終日パジャマを着せられた。洗うのにじゃまだから髪は伸ばせない。男性職員による女性の入浴介助が行われていた。入所時に、死亡した場合の解剖承諾書を書かせる。こうした扱いの中で、一部入所者の他施設への移転計画の反対運動を契機に、センター側との交渉は進展せず、都との交渉を求めて、１９７２年９月から都庁前でテントを張って、座り込みが始まり、約１年９か月の間続くことになった闘争で、障害者本人による障害者解放運動として先駆的な闘争と言われています。



	



　そのなかで、依然として行われる異性による入浴介助に反対し、入浴を拒否して処遇の改善要求が続けられていたが、「府中テント闘争」の中心にいた当事者の一人である三井（新田）絹子さんが入所当時に自ら書いた文章（『私のいた施設の実態』１９６８年）が次の一節であります。

　「・・・はいって３日目、入浴日だった。裸にされて連れていかれ、目の前に海水パンツ一つの男性が立っていた。びっくりして声もでない・・・。出てからというものご飯も食べられず、一日中泣いていた。それからは、入浴を拒否し続けた。わがままだ、入れてくれるだけでもありがたいと思わなければいけない。ぜいたくだ、などとよくいわれた。労働力の軽減のために、男子を使うのである。また入って１０日目頃写真をとるから来なさいと言われ、何の気なしに行った。そうしたら、あっというまに、看護婦２～３人に裸にされてしまった。仰向け・立位・座位の３枚の写真をとられてしまったのである。こういう人間を人間としてみない、女性を女性としてみない、こういうことがなお今も続けられているのである。・・・」これは、異性介助にビックリした場面の日記ですが、決して過去だけの話でなく、今も変わらないままの施設は存在するようです。

　私は、今年の４月に静岡で筆者の三井さんにお会いする機会がありました。（社臨総会）

　彼女の書かれた「生きているっていえますか」など数冊の冊子を購入したところ、ぜひ感想文を送ってほしい、と言われその後手紙を書きました。彼女は、言語障害が重いせいか文字盤での会話となりましたが、とても存在感があり、圧倒されました。彼女は今、東京の国立市で「かたつむりの家」（自立生活センター）を主宰し、「一人でも多く、施設から地域へ出していきたい」「私の望むものは、施設のない社会だ」としています。

　「府中テント闘争」の意味を検証することで、今なお旧くて新しい問題の提起― 共生論や施設

論再考―の出発点に立ち返ることができるのではないか、と思います。

	

	
 


　我国の障害当事者のもう一つの先駆的運動で、自立生活に繋がる運動として、１９７０年に始まる神奈川を中心とする「青い芝の会の思想」があります。「青い芝」の名前は、「踏まれても踏まれても、逞しく生きるんだ」という意味でつくられたようです。

　彼らの主張は、原一男のドキュメンタリー映画でモノクロの「さようならＣＰ」の映画上映で見られた方もあるかと思います。彼らは、ＣＰ（脳性マヒ者）以外は障害者でない、とかなり先鋭的であります。１９７０年当時に横浜で重症心身障害児殺しの事件がありましたが、これに対しまわりからその母親への減刑嘆願運動―「施設が足りない」「母親の苦しみがわかるか」の同情の声―

	


 がなされた。これに対し、青い芝の会は、「障害者は殺されても当然なのか」「殺人事件として、その母親は正当に裁かれるべきだ」と主張しました。この辺のことは「母よ！殺すな」（１９７５年横塚晃一著）に書かれています。

	


　「障害者はあってはならない存在なのか」という問題提起を絶えず行ってきた運動体です。ある意味で、先程アメリカモデルで紹介した「自立生活運動」の先を走り、より先鋭的な思想運動であったのかも知れません。

　彼らは、脳性麻痺者団体「青い芝の会」を名乗っていましたが、いろんな運動の形態を経ながら、必ずしも主張を同じくする人々の運動体というわけでもなく、その意見の相違・対立を機関誌に掲載される投稿や総会の議事録によって具体的に知ることができる運動団体であったと言えます。綱領も神奈川連合会で当時編集を担当していた横田弘が独断で執筆・掲載したもので、強い批判を受けたが、次第に会全体の中に位置づけられていくようになったものです。

　彼らの主張をよく示すものとして、その綱領を紹介しますと、次のようなものです。

　「一、われらは自らがＣＰ者であることを自覚する。／われらは、現代社会にあって、

本来あってはならない存在とされつつある自らの位置を認識し、そこに一切の運動の原点をおかなければならないと信じ、且つ行動する。」

　「一、われらは強烈な自己主張を行う。／われらが、ＣＰ者であることを自覚したとき、

そこに起こるのは自らを守ろうとする意志である。われらは、強烈な自己主張こそそれを成しうる唯一の路であると信じ、且つ行動する。」

　「一、われらは愛と正義を否定する。／われらは愛と正義のもつエゴイズムを鋭く告発し、それを否定することによって生じる人間凝視に伴う相互理解こそ真の福祉であると信じ、且つ行動する。」

　「一、われらは問題解決の道を選ばない。／われらは安易に問題の解決を図ろうとすることがいかに危険な妥協への出発であるか、身をもって知ってきた。われらは、次々と問題提起を行うことのみわれらの行いうる運動であると信じ、且つ行動する。」

　「一、われらは健全者文明を否定する。
（かつてはなく、追加されたもの）

	


　　／障害者のベースで社会はつくられてこなかった。健全者のおしつけでなく、障害者自らが変えていき、障害者の文化を創くると信じ、且つ行動する。」

　１９７０年当時、全共闘やウーマン・リブの闘争より過激と言われた主張ですが、今見れば、当然のことを言っていたに過ぎないと思います。

　年代的にも、その思想性においても、アメリカの自立生活運動の上を走っていたと思います。「青い芝の会」の思想と障害者差別糾弾、自立生活運動は、日本の障害者運動に大きな影響を与えたことは間違いありません。

　ただ、政治風土の違いやその他の条件の差があることからきているのもしれませんが、アメリカのように法制定やシステムの構築につながる政策提言のようなところまでは至っていないのでは、例えば、介助・所得保障の公的システムの十分な獲得まで至っていないのではないか、という感じがしています。最近は少し変わってきているようですが、まだ介助者の確保にしてもかなり個人レベルではないのか、というのが私の実感です。

　いずれにしても、彼らの根本的主張は、「障害があって何が悪いのか」ということであり、思想的にはかなり根源的なものを持ちつづけ、障害者運動やマイノリティの運動などに大きな影響力・インパクトを与え続けていると思います。

○　発達保障論― 共生共育（共学）論
　我が国の情況を解く次のキーワードとして、発達保障論と共生共育（共学）論があります。１９７４年に障害児保育がスタートし、１９７９年（＝昭和５４年）に養護学校が義務化になりました。これまで教育を受けることが不可能として切り捨てられていた重度の知的障害児や心身障害児の発達の可能性に着目し、その全面的保障の必要性を提起したのが「発達保障論」だと思います。「すべての人間の生きる意味や価値に差はないという人間観」は、一定の意味はあったと思います。

　しかし、今日的な人権思想としては、一定の問題性をもっていると言われています。それは、「分離教育を重視する養護学校センター論をベースにして、障害者の地域社会統合を促進するうえで一定の制約」をもつからです。

　これに対して、「共生共育（共学）論」は、「障害者と健全者の生き合い、育ち合い、せめぎあう関係」とか、「共生社会・文化の創造」とか、「分けないシャバの姿としての学校」（シャバというのはおもしろい言葉で、一般人の自由な世界、この世を意味する。）「障害があっても、遅れていても、子どもは子どもの中で学び育つ」という考え方です。　今、インテグレーション（統合教育）からインクルージョン（ゴールは違ってよい）まで言われ、先程機会均等のところで申し上げた「障害者の均等化に関する基準規則」が国連で採択され、インテグレーション（統合教育）の奨励が言われていますが、なお、この国では分離隔離教育が中心で、せいぜい交流教育の推進であり、依然として「全障研と全障連」の対立があるようです。

○１９８０年代
 国際障害者年とその後の１０年
	


　次に１９８０年代では、「施設収容」施設福祉サービス中心の反省から、住み慣れた地域で暮らすという「地域福祉」の声が出てきます。

　国際障害者年（１９８１年＝昭和５６年）は、その意味で社会的にアピールがあったと思います。旧来の施設体系がニーズに十分応えていないこともあり、障害者の作業所も国際障害者年を契機に飛躍的に増えてきました。

　従来、行政が向かい合って来なかった部分と行政との関係の変化がこの時に見られてきました。これも国際障害者年が導いた事と言えます。しかし、地域福祉の主張、政策の転換も、単に「地域」を称揚し、現状の基で可能な選択肢だけを求めるだけで、従来の枠組み（経済の活性化とそれを害しない程度の領域の編成）を根本的に変える発想ではなかったようです。このように、障害をもつ当事者の主張を取り入れた政策の転換ではないことを、私たちは十分に認識しておく必要があります。ある意味で、国際障害者年という外圧によるポーズにしか過ぎませんでした。


 １９８０年代の関係する主な施策には次のようなものがあります。

	




 所得保障の要求― 障害基礎年金制度の導入（１９８６年＝昭和６１年）

	 　ホームヘルプサービス事業の制度改正（１９８２年）― 社会参加の促進

	 　脳性マヒ者ガイドヘルパー派遣事業（88年）生活保護の他人介護加算特別基準（75年)

 　　※　自治体レベルでは、当事者のニーズに応える形で独自の事業を開始

 　　　　東京都
「重度脳性麻痺者等介護人派遣事業」― １９７４年度から

	ケア付き住宅
八王子自立ホーム（８１年）、北海道営住宅（８６年）




○１９９０年代
 自立生活センタ－、福祉のまちづくりの流れ
	


　その後１９９０年代に入り、アメリカの自立生活運動の影響や知的障害者のピープルファースト運動の影響を受けて、当事者のサービス提供、政策提言の動きが出てきています。

　自立生活センターについては、日本の障害者が民間組織の留学制度を利用してアメリカのバークレーなどに渡り、学んできて、その後日本の中でつくり始めています。

（八王子ヒューマンケア協会、町田ヒューマンネットワーク・・・）

　自立生活センターの設置・運営条件の例としては、

①運営責任者（センター長）及び実施責任者（事務局長）は障害者であること。

②運営委員の過半数は障害者であること。
 障害者自身が運営理念の決定権を持つ。

	


③権利擁護と情報提供を基本サービスとし、介助サービス、住宅サービス、ピア・カウンセリング、自立生活プログラムの中から二つ以上のサービスを不特定多数に提供する。

④障害種別を問わないサービスの提供。

　現在、全国で約６０か所ぐらいできていますが、三重県にはありません。

　この自立生活センターは、ＮＰＯ組織（非営利組織）の典型例であり、行政の一歩先を行く先鋭的な活動で、「お上はなにもかも決定する権限はない」「市民がつくるもう一つの公共サービスを担っていく」「行政の下請けや補完であってはならない」とされ、まさに当事者が、福祉の対象となってきた人々の側から、現行の行政施策を検証し、真のニーズに応えるシステムを創り出していくというものです。

　知的障害者の当事者運動では、ピープファースト運動（まず人間であるの意味）がアメリカ・カナダ・スウェーデンで組織化され始め、わが国でも育成会（手をつなぐ親の会）の大会で当事者の意見発表が登場し、今後当事者の自治組織が生まれていくことになると思われます。

　あと、施設・在宅以外の第三の選択肢― 居住の場の確保として、グループホームやケア付き住宅が国の政策メニューとして事業化されてきます。

	




 知的障害・精神障害― グループホーム（地域生活援助事業― 世話人）

　グループホーム（ケア付き住宅）というのは、援助を必要とする障害者が、自立した市民として地域で暮らすための手段として、その住まいとケアを連動するシステムの事であります。誤解されやすいのですが、施設の小型版では決してありません。また、住み慣れた所で必ずしも住むのではなく、住みやすい所で住むということでもあります。

　この時期に、障害者に関する法整備でもいろんな動きはありました。

　１９９０年に制定された「障害をもつアメリカ人法」（ＡＤＡ法）の影響もあって、日本でも少し機運が高まり、「障害者」の定義の見直しを含め国の障害者基本計画策定義務などを規定した心身障害者基本法の全面改正を行い、１９９３年に「障害者基本法」が制定されました。精神障害者を新たに対象に加えたり、機会平等の方策を掲げてはいますが、ＡＤＡ法のように法的制裁がなく基本法として理念に終始している限界があります。

　基本法での市町村障害者計画の策定は必須でなく、努力義務の規定しかありません。

　また、精神保健法が１９９５年に改正され、「精神保健福祉法」となり、初めて精神障害者に関して福祉の視点が法的にも整備されることになりましたが、障害者手帳が制度化された割りには福祉サービスはまだまだ不十分であり、１９９８年に見直しが予定されています。

　１９９５年１２月には、国レベルで「障害者プラン」が策定され発表されています。

　少しこの経過をたどっておきますと、国際障害者年（１９８１年）のあと１９８３年から１９９２年（＝平成４年）までの１０年間を「国連・障害者の１０年」として、日本の政府は、障害者対策推進本部を設置（８２年）し、「障害者対策に関する長期計画」を決定し対策を推進してきました。９２年に「国連・障害者の１０年」最終年を迎えるに際して１９９３年度から２００２年度を期間とする「障害者対策に関する新長期計画」の策定を行いました。この新長期計画を障害者基本法による政府の基本計画とすることにし、障害者プランとしては、１９９６年度から２００２年度までの７か年を期間とする重点施策実施計画と位置づけました。このような経緯で「障害者プラン」は策定されました。

　「障害者プラン」は、平成８年から１４年の７か年戦略と呼ばれ、老人の（新）ゴールドプランや子育てのエンゼルプランと並び３プランとして厚生行政の計画行政の柱となっています。ところが、問題点も多く、①自治体（県・市町村）の計画策定は高齢者計画と違い法定でなく、努力義務であること、このことから、かなり策定が遅れているということ。②障害児分離教育の是正が打ち出されていないこと。言われているのは、せいぜい交流教育の推進であること。③ジョブコーチなど援助付き雇用を打ち出さず、障害者雇用に新規策がみられない。④障害者施設や精神病院のあり方が問われていない。など華々しく打ち出された割りには、従来の域を出ず、当事者の実践的運動を上回っておらず、障害者差別と隔離を固定ないしは存続する仕組みとしてもつくられている、という批判がされています。

　特に問題なのは、この「障害者プラン」はノーマライゼーションプラン７か年戦略と言われながら、まだ施設をつくろうとしていることです。「何年後に何か所に施設を減らす」というのなら分かるが、ノーマライゼーションプランと名付けながら、まだ施設をつくろうとしていることです。本来のノーマリゼーションを言うのなら、「何年後に何か所に施設を減らす」というのが本当だと私は思います。まだまだこのレベルだということです。ノーマリゼーション同様流行の言葉にバリアフリーや福祉のまちづくりが盛んに使われ出しています。いわれるほどには、全く内実を伴っていないと感じています。

　移動交通アクセス権で言いますと、「なぜこんなにこの国では移動保障が遅れているのか。それは、障害者は誰にも付き添われることなく一人で日常的に社会活動する存在ではないという偏見であり、一般消費者というより効率の悪い手のかかる少数者とする思い込みであり、障害は社会にあるのではなく自己の責任において克服すべきものという誤解である」 このように悪循環（出れない、接していない、分からない）を繰り返している。

	
	


現状では、駅のエレベーターの設置やリフトバス・ノンステップバスの導入運行は、結局サービス提供側の論理や裁量に委ねられてしまうということになります。

　また、この国では、養護学校等の分離教育が基本となっていますから、一般の小中学校の義務教育現場等では、エレベーターや障害者対応トイレの設置、段差スロープ化、階間スロープなどのハード面及び視覚・聴覚障害者の情報保障（点訳・音訳・手話通訳）などのソフト面の学校のバリアフリー化は非常に遅れています。さきの阪神震災の教訓を踏まえ、避難拠点としての学校建築のバリアフリー化など今後大きな課題であろうかと思います。

　以上見てきましたように、「我が国の障害者の人権保障の状況」は、ノーマリゼーションや機会平等保障の理念・実現にほど遠いのが現状です。このことをきちんと押さえておくことが必要です。

　それでは、レジュメの２の項目「障害者の人権保障の動き」などを踏まえて、次に３以下で具体例を交えてオリジナルな面をお話ししたいと思います。

３障害をもつ人のおかれている現状
　障害をもつ人のおかれている現状を、私の接している当事者との関わりの中から具体的に申し上げたいと思います。

○　福祉の分野で
　「在宅生活や施設介護の実態がどれだけ一般の人に知られているのか」ということです。

　　　　在宅という名の家にいる障害者ですが、施設に入所にしていないから地域に住んでいるから「あたりまえの生活」が送れているかというと、必ずしもそうではないということです。家族に囲いこまれていれば、それは施設にいるのと同じではないか、親が元気なうちは面倒を見てそのあとは？では、親亡き後を超えることは出来ません。障害が重いほど外へ出られず、行き場がなく、親と２４時間一緒の生活を送らざるをえません。障害をもつ当事者として、「ありがとう、すいません、ごめんなさい」を言っておればという、自己主張しない可愛がられる障害者像がいまだに言われています。

　母親― なぜか母親ですー は障害をもつ子どもより１日だけ多く生きていたいと思い、その子の

死を見定めてから自分は死にたい、ということをよく聞きます。母親の愛情を全面に出されれば、

障害をもつ子どもはなかなか抵抗できないのですね。「母親に愛情の証を求める社会」がどうも存

在します。在宅生活といっても、大半の人がそんな中で暮らしているのが現状です。特に重度の障

害者で作業所も対応できないような方は、親子で悶々とそんな毎日を無為に過ごしています。そう

せざるを得ないと思わされています。

　また、精神障害者と呼ばれる人達も孤立無縁の閉塞的な生活を送っています。「特別な病気だから、家族が面倒見てあたりまえ」という風潮があり、これを我々まわりがどれだけ払拭できるか、だと思います。「誰にでもおこりうる、誰がなってもおかしくない病気」という共通認識に立てるとすれば、社会的な支援が必要となるのですが、なかなかそうなっていないのがこの国の現状です。「この国、この町に生まれた不幸」なのでしょうか。このように、この国の障害をもつ人の在宅生活は、悲惨であり、家族が抱え込まざるを得ない状況に追い込まれ過ぎています。このことが、あまりにも知らされていません。

　「障害児をもっていない人に何がわかるのか」と言われたときに、共感性というか、相手に身を寄せる感性を僕等はどれだけ持ち合わせているのか、が問われていると思います。

　次に「施設介護（入院看護）」の実態のことですが、これもほとんど知られていないと思います。私が福祉事務所の現場にいた時に入所等で関わった当事者から直接聞いたり、手紙のやりとりで訴えられた事例を紹介したいと思います。

　施設は集団生活ですから、元々家庭の代替はできないという自己矛盾を抱えています。職員配置数のこともあって、「援助する側とされる側」が固定された関係になっています。「してやっている、やってあげている、文句を言うな」という世界に陥らざるをえず、施設長のサジ加減に左右されることがどうしてもあります。具体例を申し上げますと、身体障害者療護施設（重度の肢体不自由者の生活施設）の例ですと、①手紙の無断開封　②トイレ・入浴の同姓介助が保障されていないー 入所者の男女比と職員の男女比・ローテーションが違う　③１人部屋の個室が少ないーある意味で３６５日プライバシーがない　④外出・外泊時の許可が必要施設側が後で家族に確認の電話を入れている　⑤夜間トイレ介助のコールを押すと、面倒くさそうに「今行ったばかりやないの」という（夜勤の勤務体制が、５０人定員で職員２～３名にもよる）⑥外出時の移動手段（リフトバスなど）が極めて少ない、自由に外に出れない自分で知人に頼むか、リフトタクシ－（有料で高い）を自分で手配するしかない⑦電話が居室にひけず、情報が遮断されている・・・

	


このようなレベルのことが程度の差こそあれ、大半の施設で日常的に行われています。

　よく「障害者が施設にはいれることは幸せだ」と言われますが、確かに衣食住は確保され、安心

	
	
	

	


	　

	
 　


　です。しかし、この安心は、親やまわりの安心であって、本人にとってどうなのかが全く抜け落ちています。「安全か自由のどちらを選ぶのか」と、かつて施設入所体験をした方はいつも言っています。私の知っている人で、６才から２０数年間施設暮らしをしてきた女性がいました。施設の管理・拘束された生活に耐えられなくなり、過疎の地元へ戻ったＣＰ者がいました。地域に介助者やボランティアになるような人材がいないし、大変なのですが、彼女は「二度と施設へ行きたくない」と言っています。

　私は、施設は全く駄目で、直ちに不要で解体すべきと言っているのではありません。もちろん、施設がなくなるような条件整備がなされればそれがいいことにかわりはありませんが、どんなに重い障害をもつ人であっても地域で安心して暮らしていけるには、なかなかそれなりにいろんな人の合意協議も意識変革も必要で、まだまだ時間がかかりそうです。

　そういう中であっても、施設の中にいる人が外や地域で暮らせたり、地域の人も必要なときに施設をいつでも気楽に利用できる関係と言いますか、相互の乗り入れや開かれた関係にあれば、随分事情は違ってくるのではないかと思います。さきほど言いましたように、施設は集団性ということで個人の生活実現と本来自己矛盾を内包しています。いくら施設を改善していっても、自己完結―閉ざされた関係―している限り、固定された関係性（施設と地域）は何も変わりません。在宅の人も施設の人も行き交える、共通の場づくり親でも施設でもない場が本来必要なのかもしれません。

	
	
	


この辺は施設の機能となぜ施設というものが生まれてきたのか、なぜ我々の社会は施設という存在

	


を必要としてきたのかなど根本的な議論を重ねてみなければならないでしょう。

　いずれにしても、在宅生活同様、障害者の施設の実態や介護の実態がほとんど知られていないことに私たちはもっと気づいたり、一人一人の問題であることに関心をはらっていく責務があると思います。施設介護の実態は外からは全く見えない仕組みになっています。

○　教育の分野で
　さきほど申し上げたように、発達保障論と共生共育論の対立があり、この国では、統合教育ではなく、障害児を分けた分離隔離教育が行われています。

　私の接している３０才代の養護学校卒業生達がいつも言っていることは、障害をもつ自分たちは健常者を自分より上と見る誤った健常者観をもったり、障害をもたない人は、障害児を常にマイナスイメージで見る障害者観が根強くあるとのことです。小さい頭の柔らかい内から接していれば、自然と身についたものが、障害児学級や地域を離れた養護学校に分かれることで、双方にとってマイナスで、せっかくの機会を逃している、ということをよく聞きます。

　分離隔離のことでは、こんなことがありました。らい予防法がようやく廃止となったのはご存じだと思いますが、先日大阪であった「らい予防法廃止記念フォーラム」の講演で聞きました。「らい患者からは偏見とされていた国民のらい病への認識は、実は国民にとっては常識・本音であった」ということです。うつる、忌みきらうべき、排除されるべき、隔離収容すべき対象であると。日本のらい病対策は基本的に終生隔離の政策で、療養所への強制収容でした。極めて感染力の弱い病気であり、戦後新薬が開発されたにもかかわらず隔離収容政策を変えようとしなかった。らい病の本人達は、本名で呼ばれたことがないし、本名を捨て、故郷を捨てさせられ、治っても帰れない、人間として社会的に認められない、そんな仕打ちを受けてきました。「日本人の過ち」という本も出ました。ようやく１昨年廃止されましたけれど、だけど法が廃止されたといって地元へ帰った人はいません。

　この「らい者」の状況が、実は教育の分離隔離とよく似ていました。１９７９年に養護学校義務化に制度化されたときに、らい者は、「同じ過ちをもう一度教育の場で繰り返す」という警告を当時しています。三重県出身でらい者の詩人がいたことを最近知りました。島田等さんで、著書に詩集「次の冬」文集「病棄て－思想としての隔離」などがあります。僕等は、この人達の犠牲、思いを踏みにじってきた上に成り立っている、こういう視点にどれだけ立てるかどうか、分離教育、分ける教育では、こういうことを考えさせられます。

○　労働の分野で
　最近、あいついで新聞・マスコミで取り上げられましたが、水戸・滋賀で障害者虐待事件が起こりました。

　まず、水戸の事件は、パッケージ会社の社長が多数の知的障害者を雇用し、行政（職安・養護学校・福祉事務所）から優良企業として、多額の助成金や補助金を受け取りながら、この雇用主が日常的に知的障害者に対して暴行や虐待を繰り返していた事件です。母親が娘さんに大きなアザがあるのをつきとめて初めて分かった平成７年に発覚した事件です。滋賀の事件は、サングループ事件といって、雇用主が障害年金を横領していた事件で、その後水戸事件同様虐待、体罰、賃金未払いなどが分かってきました。雇用されていた人が栄養失調で保護されることがあって発覚しました。平成８年におこっています。

　「何故、このような障害者の虐待事件は起きるのか」を考えてみたいと思います。いろんなことがあるんでしょうが。社会の一部に「障害者を喰いものにする」企業の存在があるのも事実ですが、虐待を訴えることができにくい被害者・親・家族の事情があるかと思います。「差別観に満ち満ちた社会のなかで知的障害をもつ子どもを育ててきたというつらい・行き場のない体験が」「そこを追い出されることは、次に行き場のない、途方にくれる状況を招く」ことに思えたからだと思います。もう一つは、閉ざされた空間、閉鎖的な第三者の目を気にしない空間ではいつでも起こりうるということだと思います。教育現場での特に養護学校での体罰事件がよく報道されますし、福祉現場では、作業所や施設での暴行・虐待・イヤがらせ、医療現場特に精神病院での暴行事件はあの宇都宮病院事件以降も実際に起きています。県内でも、北の方の重心病棟・筋ジス病棟での体罰事件が大きく報道されましたが、当時の入所者によると暴言・体罰は日常茶飯に行われていたということで、たまたま表沙汰になっただけということでした。このことは、水戸・滋賀の障害者虐待事件は決して特別な事件ではないと言うことです。どこにでも起こりうるということだと思います。

　障害者を「できる、できない」のものさしから、「あそこの企業主は、できない人を集めてやっているから、立派な人だ」という言い方になってくる。人を人として認めていく人権感覚の根本が欠けているし、それをチェックするシステムがないということは、我々行政に携わるものも謙虚に反省する必要があるのではないかと思っています。オンブズパーソンなど第三者がきちんとチェックし、権利擁護を確立していく態勢がこの社会には欠けているのではないでしょうか。

　障害をもつ人のおかれている状況で　共通することを何点か申し上げてみたいと思います。まず、さきに「府中テント闘争」の所で取り上げた例にもありましたが、「同性介助」の確保がされているかということです。施設や養護学校では、女性の指導員、教師、介助員が男子のトイレ介助をやっているようです。疑問に思っている人も多いようですが、なかなか現場では職員配置のこともあって、きちんと問題提起がされていないようです。私の接している障害者で、養護学校で講演し同性介助のことをはなしたところ、その感想文でそう思っているが現場で議論されることは少ないというものが多くあったようです。

　「情報遮断」ということでは、施設での電話設置の制限などハード・ソフト面を含め、日常生活の情報保障の確立が求められています。（マスメディアへのアクセス保障、手話通訳、要約筆記等障害者のコミュニケーション支援者の人材養成とネットワーク化など）　

「移動支援」については、中途障害者で改造車に乗れる人はいいが、先天性の全身性障害者は改造車に乗れず、公共交通機関を利用する事になります。しかし、リフトバスや低床バスはまだまだ限られた一部の路線だけで運行しているのが現状ですし、三重県では皆無です。駅のエレベターは最近の駅舎改造時には大きな駅で整備されてきましたが、日常的に利用するとなるとこれも限られた駅のみです。県内では、近鉄はＪＲに比べて比較的アクセスし易くなっていますが、それも津駅や宇治山田駅程度で、その外でも枕木を渡って一番遠くまで行くとか荷物兼用の一か所とか非常に遅れています。特に電動車イスでの移動は階段の昇降は大変で駅員さんに数人がかりでつり上げてもらいます。障害者の運賃割引は何の理由でやっているのでしょうか、障害者に迷惑をかけると思ってやっているのでしょうか。

　東京駅に障害者用トイレは一か所しかないー 丸の内側に一か所― ことをどれだけの人が知っているでしょうか。福祉のまちづくりやバリアフリーと言われる割りには進んでいないことを知ってほしいと思います。県の建物にしても、人権センターの１階多目的ホールで集会をやったことがありますが、車イスの人は居場所が一部しかないのですね。

	


　また、総合文化センターにしても、すぐに中庭に行けない、そのエレベーターは非常に狭いし、大ホール・中ホールともスロープがなく、障害者の席は後ろにしかないというふうになっています。こういったことは、当事者のモニタリングや検証がないからですね。「福祉のまちづくり」や「バリアフリー」というなら、何のためにどのような視点が必要なのかをもう少し詰めてやるのが本来ではないか、と思います。この国の「障害者にやさしい」とか「障害者のために」というのは、このレベルにあるということを忘れないで欲しいと思います。同じ様なことは数え上げればたくさんあります。ケア付き住宅として県営住宅で初めて新設されたものがありましたが、スイッチの位置とか随分多くの箇所が手直しされました。障害者が設計の段階から参画しておればすぐ分かることなのに、そうさせていないことで、多くのやり直しがされ、次へのつながりが生かされていないことが分かりました。どちらを向いて仕事をしているのか、疑問の残った例でした。

　「権利擁護」（アドボカシー）の問題はようやく議論がされるようになってきました。知的障害者や痴呆性老人の財産管理に関して、親がその子のために財産を残したいとか、勝手に処分されないようにということで法律的側面を含みながら制度設計が考えられているようです。今の日本の制度では、民法上の「禁治産・準禁治産」の制度しかなく、戸籍に残りラベリングをする事になるので、あまり活用されていません。そこで、部分的な制限を行い、実質的な後見制度が検討されています。東京都の「すてっぷ」の取組みはその一つで、これから法制審議会での民法改正作業や自治体レベルでの取組みの試みもされていくのではないでしょうか。この分野もこの国では非常に遅れているようです。

　「所得保障」ですが、在宅の障害者は障害基礎年金（１級）と特別障害者手当を合計しても、約１１万円程度で、生活していける金額ではありません。生活保護の制度もありますが、一定の厳しい要件があり、障害者一般の本来の所得保障制度とはなっておりません。

　最近、生活保護制度の他人介護加算の特別協議を使い生活保護を利用して自立していく（都市部では特に多い）ケースも増えてきましたが、さきほど申し上げたように、障害者一般に通じる所得保障制度の確立が本来の姿なのではないでしょうか。

　精神障害者の人達は、発病と初診日がズレたりすると、保険料の納付要件で２０才を過ぎてからの初診日の場合で無年金者が多くあります。（２０才までに初診日のある障害については、保険料納付要件に係わりなく、２０才から年金が支給されます。）精神分裂病の発病は１０代後半から２０才前半に多いこともあって、無年金者のケースが多くあり、「私たちの症状の２／３はお金で左右されている」と大変な思いをしています。

　青年期に発病した人は、「いい年をしていつまでも親の扶養でいるのはつらい」「親のふところから喫茶店に行ったり、パチンコに行ったりするお金をもらうことは屈辱的なことなのです」と言っています。自分にきちんと入るお金が一人ひとりを成長させると思いますが、この国には障害者全般に通じる所得保障制度が確立されていないのです。

　施設入所者の措置費制度があることはご存じのとおりですが、例えば身体障害者療護施設を例に取ると、１か月一人の入所者に平均して約３５万円ぐらいが公費で支給されます。

　もちろん施設の運営―職員の人件費、管理費、生活費―全体のお金ですが、これだけ在宅福祉の充実が叫ばれるのであれば、施設措置費と同額以上のお金を在宅の障害者に支払うべきだという議論が出てきてもおかしくはないと思います。そういう発想はこの国の官僚にはありません。

	
	
	


精神病院の入院費用も病院により差はありますが、月額２５万から３０万円かかっています。通院で在宅療養の人にも同じ額を療養・生活障害のために出しても良いのではないでしょうか。

　以上のほかにも「障害者雇用」とか多くのことがあります。障害者雇用も法定雇用率はあるものの、達成しなくても納付金（従業員３００人以上の企業で、１．６％の雇用率未達成の場合は、不足１人につき付き５万円を納付金として支払う）を払う方が楽という企業が存在しています。最近は公表という手段も取られるようにはなりましたが。県庁にも車イス利用職員は１人もいません。門戸は形式的に開いているように見せておいて、実質面で規制しているのが現状です。

　このように、「障害をもつ人のおかれている現状」はあまりにも問題が多すぎます。国際障害者年以降（これも外圧です）、一見進んだように見えて、本質的な部分（障害をもつ人を含めてこの世の中が成り立っている、すべての人が構成員、ということを認めていない）はかつてと全く変わっていないのが実情でして、小手先の政策だけで、当事者一人ひとりの素顔に生活支援が届いていないという、根本的な問題を含んでいると言えるのではないでしょうか。

　重度障害者は、ある意味で「生きているのが仕事」（小山内美智子の言葉）であり、「日々生きている」そこを見ないと、「なにか徐々に福祉の施策をやっていけばよい」「障害者福祉は政策の一分野」だという議論が堂々と罷り通ってしまう、ということになるのだと思います。いかに、障害をもつ人のおかれている状況が多くの人に知られていないか、ということからきていることだと思います。

４障害者の（人権）問題とは何か
　これまで話してきた具体例から気づかれた点があるのでしょうが、障害者の人権問題を日常生活感覚レベルで皆さんと考えてみたいと思います。

　まず、「何故、障害者問題は我々一人ひとりにとって課題なのか」ということから考えてみたいのですが、障害をもたない人にとって、どうして障害をもつ人の世界が「意味ある世界」なのかを実感しない限り、多くの人の胸の内には響くことはないでしょう。またこのことは、意味ある世界、関心ある世界と思っていない人に対して、どれだけ日常的に意味ある世界と思わざるを得ないように示していく事が出来るのか、にかかってくると思います。

　これまで申し上げてきたように、残念ながらこの国は分離教育が基本ですので、小さいときから障害をもつ人ともたない人が接することなく、日常生活の係わり方を自然と身につける機会を奪われています。そういう中では、少しでも当事者との出会いを多くし、異質な世界に触れるというか、異文化との体験を時間空間の中で共有していくしかないと思います。一度、自分のよって立っている所を根本から疑うことをしないと見えてこないと思います。「障害をもつ人との違いを違いとしてきちんと認めて、それでもなお根本においては同じ人間であるとの思いの中から、相手の生きている場に自ら身を寄せてみる」、こういったことで始めるしかないと思います。

　障害は本人のせいではありません、まして家族のせいでもありません。どこかの家族が引き受けることになるということです。ダウン症候群のことを知ってみえる方もいると思いますが、染色体異常により５００～６００人に一人の確率で必ず発生する障害児童のことです。そうであれば、障害をもたない我々一人ひとりであっても当然関心を持たざるを得ないのではないでしょうか。

　そういう思いに立ってみる、そういうことが「すべての人が構成員」「障害をもつ人も含めてこの世の中が成り立っている、この人たちに支えられている」というように一人ひとりに響きのある訴えとなっとてくるのでしょうし、「障害をもつ人が安心して暮らせる」ことが我々一人ひとりにとって意味ある課題となってくると思いますが、皆さんはどのように考えられるのでしょうか。

　二つ目は、「重い障害をもつ人は、専門的ケアが受けられる施設入所が当然なのか」ということを考えてみたいと思います。具体例で申し上げた施設での「介護の実態、自己矛盾、本人でなくまわりの安心」ということをもう一度思い出してほしいと思います。

　施設の構造的問題点は、障害者施設に限らず、お年寄りの特別養護老人ホームなんかでも一緒です。何故、これだけ「住み慣れた地域・まちで暮らす」と言われながら、今もなお老人ホームをつくり続けるのか。養護学校が分離教育批判を受けながら、三重県ではなおも養護学校をつくり続けるのか。もちろん過渡期として、あるいは在宅福祉・地域の学校の基盤整備（ハード、ソフト面両方）が不十分な中で一挙に転換が難しいのは現実だとは思いますが、これだけ共生とか人権をいうのであれば、もう少し、大きな方向性にたった展開が議論されてもいいのではないか、と個人的には思います。皆さんの考えはいかがでしょうか。地域で設置に取り組まれた方もあると思いますし、教育現場にいない私が軽々しくコメントできない部分もあることを認めて、ぜひ一緒にお考えいただければと思います。やはり、施設や養護学校の必要性というのは、手厚くとか善意とかこの子たちのためにとか、一見そう思える理由や支持される土壌があるからだと思います。そこを本当に真剣に方法論を含めて議論しないと見えてこないのではないかと思います。

　この辺の発想（施設入所が一番安全）は、私のまわりの福祉行政職員も同じで、信じて疑っていないし、私もかつて（当事者の生の声を聞くまで）そう思っていました。でも、当事者の人達と付き合ってみて、ようやく分かってきたのですね。地域で暮らす意味というか、そのひとの歴史やまわりとのいろんな関係性が大切なんだということです。施設等へ入所するということは、その関係性を断ち切ってしまわざるを得ないということを意味します。障害や病気があるというだけで、その人の人生や生活の全てを支配してしまうのは、やはりおかしいのではないでしょうか。専門家というのは、領域を限定すべきという共通認識や援助する側が援助される側に学ぶ姿勢がないと、このように「当事者の自己決定を認める必要がない、本人のためなんだ」という一見そうらしく見える奢りに繋がるのではないでしょうか。

　この辺の施設入所に関しては重要な部分ですので、「スウェーデンのノーマリゼーションの保障と入所施設解体」との関連で、少し説明を加えておきたいと思います。

　レジュメ２の項目「障害者の人権保障の動き」の中で述べましたが、デンマークのバンクミケルセンが「ノーマリゼーション」という考え方を知的障害者の福祉行政の中にもちこんだことをお話ししました。

　このデンマークからスウェーデンにもたらされたノーマリゼーションの理念は、質的に高い新たな法律を求めることになっていったわけです。

　スウェーデンでは、ノーマリゼーションの理念を盛り込んだ法律として、１９６７年に援護法が制定され、「保護から援護へ」という福祉の新しい概念を提示していきました。援護法施行後、さらにノーマリゼーションの考え方に基づくより具体的な援護のあり方が求められるようになり、その結果１９８０年には総合立法「社会サービス法」、１９８５年には、新援護法が制定されることになりました。この新援護法では、施設ケアから地域ケアへという新しい福祉のあり方を打ち出し、入所施設解体・閉鎖の方向を明示したことなど画期的な法律となっていきました。さらに１９９３年には新法ＬＳＳ法（特定の機能的な障害をもつ人々の援助とサービスに関する法律）が制定され、「援護から権利の達成へ」「自己決定権」の内容明確とともに、「入所施設の解体計画」を期限付きで提出を求めたことであります。また同時に、当事者主体の援助とサービスのあり方を追求しようとして個人的援護活動―パーソナル・アシスタンス制度を導入し、「アシスタンス補償

	


法」も制定され、「障害者オンブズマン法」が１９９４年に施行されています。

　この新法ＬＳＳ法で打ち出された入所施設の解体の方向や動きは一体何を意味し、なぜ入所施設は解体され、地域居住化を推進しなければならないのでしょうか。この点について、スウェーデン社会庁は次のように説明しています。

　「私たちはハンディキャップをもつもたないにかかわらず、誰もが自分の住居をもち、日中活動の場を確保し、余暇活動を楽しむなど、他の人々と同様の生活条件を得る権利をもっている。これは、誰しも意図的に特別な環境下におかれてはならないということを意味している」「入所施設は意図的に作られた特別な環境であり、知的なハンディをもつ人々は、①目に見えない（集団で扱われる）②隔離された（独特の規範と運営システムをもつ特殊な施設文化の形成）③機械的で（決まりきった不自然な活動）④集中管理され（官僚主義的構造と完結された環境）⑤保護的で（職員主導、合理性優先）⑥不平等な（支配・管理・プライバシーの喪失）状態のもとでの生活を余儀なくされてきた。

このような状態をなくし、知的なハンディをもつ人々を、社会的に、①目に見える状態へ（理解と関心、個人の尊厳）②社会の構成員として（社会参加と協力）③変化のある状態へ（個人的なニーズや関心に重点をおいた活動）④地域へ（いろんな役割と新しい期待）⑤社会的サービスが受けられる状態へ（社会的関係と変化・満足感・社会的評価）⑥本人の意思が尊重される状態へ（意思や関心の尊重、交流と希望、一人ひとりのニーズや願いをよりよく理解）変えていかなければならない」と考えるようになってきたということです。　　　　（『現代の障害者福祉』第４章抜粋）

	


　新法ＬＳＳ施行法には、「解体計画は、１９９４年１２月３１日までに作成し、社会庁に届け出なければならない」とあり、報告書には、「入所施設に代わる居住形態の保障は、１９９８年１月１日がタイムリミットある」と記されているが、施設解体の期限は明示されませんでした。グループホームやケア付き住宅など地域の小規模住居の増設とかすべての人が地域で生活していくまでには、まだまだ問題もあるようですが、施設解体の方向は確実にすすめられているようです。（日本でいう養護学校も５年後に全廃されるとのことです。）

　福祉というとすぐに北欧モデルということで、デンマークやスウェーデンが出されますが、すべて日本に当てはめて比較したりするのがいいかどうかは分かりません。しかし、「いいものに学ぶ姿勢」は大切なことだと思います。だけど、北欧モデルの理念や現象だけを追い求めても、すぐには追いつくことはできません。ベースが全然違うのです。

　デンマークやスウェーデンは、生活大国― 一番住みやすい国と言われています。小さいときからの教育で、人権・連帯・平和・環境などを徹底して教えるようです。統合教育ですし、小さい年齢では、評価をしたり差をつけたりする教育はやりません。

	


　「人間は一人では生きられない、協力して共に生きていくのが基本で、水や空気、動植物との共存など環境問題を考え、さらに食べ物をつくり、料理をする。つまり、生きていくための基本的で実践的な活動を大事にした教育が行われているのだった。・・・・」

　　　　　（『スウェーデンの社会サービス法／ＬＳＳ法』加藤　彰彦訳編著から）

　要は、土壌づくりが日本とは全然違うのです。個の確立、個人の独立がきちんとあります。その外にも、１８０年間戦争をしていない国ですし、介護・看護の現場に女性が多くいますが、その女性が政策の意思決定に参画（国会議員の４０％以上が女性で占められている）したり、政治・行政の透明性が確保されているということなどです。高福祉高負担で財政基盤の批判をする日本のマスコミが多いですが、確かに消費税率は２５％のようです。しかし、そこには国民の合意があるということです。税金は預けるが、必ず社会保障政策で年金・介護保障等で戻ってくる。これに比べて日本の場合は、税金は取られる、払いたくない、何に使われるか分からない、だから貯金をしておき自分のことは自分で守らないと、となります。政治・行政の透明性が確保されているかどうかの差によるようです。

　　また、誰でもいつでも大学へ行って、高等教育を学べる（経済的保障も確立）。つまり、「人生

　はいつでもやり直せるシステム」「誰でもいつでも学びたい時に無償で学べる」という生涯教育を

　実質的に保障しているということです。外国人にも選挙権や学習権をきちんと保障しています。従

　って、福祉の現場で働く人は、他の仕事を経験してきて３０才代になり、福祉の世界をやりたい人

　が一定期間勉強し、福祉の仕事に就いていくパターンが多いようです。こういう土壌や基盤があれ

　ばこそ、当然ノーマリゼーションー すべての人が構成員―の理念が実現するのではないかと思い

　ます。

	
	
	


こういう中からは、さきほど申し上げた２４時間３６５日の介護保障、入所施設解体、当事者主体の支援などは、当然の帰結だと思います。日本の厚生省の一部の良心的な官僚も、何とか北欧モデルに追いつきたいと観念的には考えているようですが、このベースになっていることを押さえないでは、現象的な制度・仕組みをいかに模倣しようとも追いつくことはるかに不可能です、と言わざるをえません。皆さんも、この地球上にこういった国もあるということは、知っておいてよいかと思います。

　次に、障害者の人権問題を考える３番目ですが、「重い障害をもつ人は、特別な教育が保障される養護学校等が就学進路先か」ということです。

　直ちに全ての障害児童を普通学校へ、と言っているのではありません。障害児童や親御さんは、選択する自由が確保されているのか、就学指導委員会等の面で実質的な当事者の意見が保障されているのか、ということです。これは、「養護学校等へ行きたくない、行かなくてもよい人がハード・ソフト面のバリアー等を理由に養護学校等へ行っていないか」ということです。卒業した人達から、本当は地域の学校へ行きたかったのだけど、ということをよく聞きました。養護学校の先生達とも何人か知り合いになりましたが、かなりこの辺は揺らいできているようです。インテグレーション（統合教育）からインクルージョン（ゴールは違ってよい）まで言われてきた時代ですし、もう少し当事者が選択する自由があってもよいのではと思います。そういう問題意識です。

　４番目は、「成るより在るの価値観」と書きました。これは、障害者が健常者に追いつく、成るという価値観でなく、「在るがままが尊いという価値観」を大事にする必要があるのではないかということです。何かこの国では、社会に貢献した人がエライ、障害を克服して成就するー こういうことが一見評価されがちですが、こういうことを問題視していく眼を我々はもつ必要があると思います。このような例です。ある民放ＴＶ局がいつもこの頃に２４時間ＴＶというものを放送します。「頑張って頑張って初めて認められる、そうしないと認めない世界」（障害を克服するという）あれはおかしいと思う視点を私たちはどれだけもてるのかということだと思います。また、

	

	



「障害は個性だ」と言って疑問に思わないのもおかしいと思います。日常的に障害をもつ人ともたない人がせめぎあう世界があるはずです。スター性でなく、日常性、生活世界、障害の尊厳を大切にするということだと思います。

　移動支援では、これまで申し上げたとおり、「行きたい時に行きたいところへ行きたい方法で行けるか」という移動保障の確保のことです。障害者用トイレが無いことを気にかけ水分を控えたり、いつもシビンをもって出かけなければならないというのは、人が外へ出る自由を奪っているとしか思えません。彼ら彼女らに取ってみれば人権侵害であるはずなのですが、だれもそう思わない、こういうことを問題視していく積み重ねがまさにわれわれに問われていることだと思います。

　６番目の当事者の自己決定の事ですが、障害者問題の協議会とか在宅支援あり方検討委員会とかでの議論では、必ずデイサービスや作業所・施設の拡充をしていく・・・ということになり、しかも出席者は福祉の専門家、長年の行政職員で「障害をもつ人のために、こうするのが良い」という発想に終始します。これは、当事者の生の声を聞いていないし、まず本人たちを認めていない、親やまわりの意見だけを聞いていることからそうなっています。障害をもつ本人は自己決定などできるはずがない、という幻想を信じて疑っていません。そうではないんですね。障害をもつ当事者たちは、まず２４時間３６５日の介助の保障をしてほしい、自分たちの行為（行動）の日常性・継続性を確保してもらうことが第一で、「障害者だから、施設や作業所、デイサービスを利用すればよいというようにまわりが決めつけないで欲しい」と言っています。自分の暮らしは自分で決めてよい、という自己決定や失敗・危険をおかす自由・権利を認めてほしいと言っています。

　７番目に書きましたのは、行政の内側にいる自分自身への自戒も含めてですが、「行政や住民は、形式的公平性の観念を超えられない」ということです。障害者は数が少ない、お年寄りはそれなりに数が多い、だから事業や政策もそれなりに力のかけかたが違う、という議論をよく聞かれると思います。高齢者対策も本当は中身はお粗末なのですが、一応ゴールドプランだとかいっているのは、やはり老人問題が福祉というより社会問題化しているからです。しかし、よく考えますと、老人はいくら数が多くなっても少数者です。ものごとを決める権限を総体としてもっていないからです。この意味からすれば、障害者も老人も少数者＝マイノリティであることに変わりはありません。行政が事業や施策の展開を出来ないときによく持ち出すのが、「公平性」ということです。住民に公平に応えなければならないので、一部の人にだけ手厚くは出来ません、これが役人の常套文句です。おそらく程度の違いはあれ、私自身もどこか頭の底に植えつけられてきましたし、今も全て払拭しているわけではありませんので、そう大したことを言えるものではありませんが。それはさておき、重度障害者は数は少ない、しかし少数者であっても「生きていく生活を保障していく」「それが手厚くすることであっても実質的な公平なのだ」という視点に立てていないのが現状だろうと思います。行政も住民が納得して合意しておれば、誰も文句は言わないはずですが、住民もそうなっていないというのがこの国の実情です。「障害者の問題課題を我々一人一人の問題課題と思わなければ、認めなければ」と先に申し上げましたが、こういうものがベースにならないと、言葉は悪いですが、何もしないことの方が行政の形式的公平性を保てる、だから障害者施策も他の行政とのバランスの中で徐々に実施していきましょう、ということになってしまいそうです。

　以前、町田市の大下前市長の講演を２回聞いたことがあります。町田市はリフトバスを初めて走らせたり、福祉のまちづくり要綱を初めて制定するなど先駆的な取組を市長自らの識見で実現させてきた自治体です。大下前市長は「重い障害をもつ人が地域で安心して活できるように例え少数・一人であってもより手厚くするのが実質的公平性なのである」「さざ波のごとく、住民皆がそう思えるように持っていくのが行政の役割であり、市民一人一人の役割でもある」と話されました。「重い障害をもつ人に手厚くするのが実質的公平につながる」そう思っていない人が少数になってそう思わざるをえないように、さざ波のごとく、それの条件づくりをしていくのが行政の本来の役割である、と強調されました。こういう視点に私たちは立てているかが問われていると思います。

　最後に書きました「障害者問題は、実は障害をもたない人の問題」ということです。お分かりのとおり、障害者問題は障害をもつ人の問題でなく、障害をもたない皆さんの問題なのですね。障害をもつ人ももたない人も、皆がよく生きることを認めてこなかった直接的・間接的に、私も含めて皆さんの問題なんだろうと思います。これは＜すべての人が構成員＞ということを本音で日常性の中で認めているのかどうか、と言うことだと思います。

　このように「障害者の人権の問題」というのは抽象的に議論するのではなく、こういう７つほど取り上げた日常生活感覚レベルのことであり、具体的に「この人を救おう、支えよう」こういうことでしかあり得ないわけです。このように、自分のこれまでの世界と違った世界に触れて見る、すると、見えないものが見えてくるのではないかと思います。

５人権と内発的義務を考える視点
　レジュメの最後の項目５で、私見を含めてテーマへの私の考えを述べて見たいと思います。人権問題が語られると決まって意識の問題とか言われ、「障害者にやさしく」とか「障害者も同じ人間」とかいうスローガンを言っておればことが足りるように思っている人がたくさんいます。しかし、こんなスローガンは、いくら言っても＜どうしたらそうなるかを言わない限り＞意味を持たないし、何も言っていないのと同じことにしか過ぎません。

　　「心理的差別や心のバリアフリーを言う前に、制度・システムとしての物理的ハンディキャップ　

　を最小にするための社会的コストを負担する」必要があると思います。意識や心のバリアフリーを　

　言うのは、制度・システムづくりを怠っているのを隠蔽（おおいかくすこと）することとしか思え

　ません。もちろん、物理的にシステムをつくれば全て解消するものではありませんが、やるべきこ

　とをやらないでおいて、心理的差別や心のバリアフリーを言うのは、本末転倒です。「障害者への

　正しい理解、偏見をなくす教育、差別をしない教育」こういうことを金科玉条の如くいっている障

　害者福祉・障害児教育のレベルとは何なのかが厳しく問われなければならない。

　分かりやすく言えば、障害者の差別というのは、障害者一人当たりにつぎ込む社会資本の額を健常者のそれよりもかなり大きくしなければ解決しないということです。障害者に対して社会資本をつぎ込まない社会は、結果として障害者を抑圧しているわけです。障害者に対する差別禁止、バリアフリーの運動を差別表現禁止とか心理的差別禁止にすりかえて、社会資本をつぎこまないのは、非常に疑問だと思います。こういったからと言って、また財政論議に矮小化しないようにしていただきたい、と思います。

　所得保障に関して例を２点申し上げますと、先ず「在日外国人障害者の無年金問題」があります。昭和５７年に国内で難民条約が発行し、国民年金法から国籍要件が撤廃されましたが、昭和５７年時点で２０才を越えている外国人障害者は経過措置もなく、対象外で年金が支給されていません。知り合いの施設入所の在日のＣＰ者がいますが、彼は、無年金で施設入所で特障手当ても支給がありません。本来施設へ入所しなくてもよいくらい精神的社会的に自立しているのですが、母親・弟のことを考えて入所しています。関西圈の自治体では独自に支給している所もありますが、本県は運動もできていません。彼らは選挙権もなく、交渉相手も不明確です。こういうことを許しておいてよいのでしょうか。こういうことを放置しておいて国際化も何もないと思いますが。もう一つは、障害者全般の所得保障制度のことですが、他の先進国で見られる「１８才・２０才になれば、どんな重度の全面介助が必要な障害者でも、本人が望めば親・家族から離れて一人立ちすることが自立である」ことを自立と認めるような理念や条件整備ができているかどうかということです。この国は家族・親にあまりにも過重な負担を求め過ぎています。もっと社会的な支援が必要なのだと思います。

　このように、「心理的差別や心のバリアフリーを言う前に」本来公的責任でやるべきことはやるのは 政治・行政・住民・企業・組合・・・の責務だと思います。

	


　２番目は、「・・のために」でなく、「共に暮らす」ということです。「・・のために」といっておれば、楽なんです、汗を流さなくてもいいんです。しかし、「共に暮らす」となると自ら日常的に汗を流し、逃げることはできません。今、ボランティアが流行・ブームのようになっていますが、あくまでイベントボランティアが中心で、運動としては一生懸命やります。しかし、日常の介助・宿泊介助なんかにはローテーションに入ってこない人がいます。「共に暮らす」というのは、日常の外出介助・トイレ介助・入浴介助・宿泊介助などをやって初めて分かる部分がある中で、自分自身の課題として一緒に受けとめ引き受けていく事だと思います。日本人の建前と本音の使い分けといいますか、「・・のために」でなく、「共に暮らす」ということがないと、障害をもつ人ともたない人が両側から乗り越え本音をだしあうことは出来ず、ここからしか本物の関係性は生まれてこないのではないでしょうか。

　３番目は、「援助する側がされる側に学ぶ」姿勢がないと、共に向上していく面がないと何も見えてこないのではないか、 こういう社会臨床の視点をもつことが必要ではないかということです。

	


社会臨床の視点から疑問もなしに語られていることを指摘してみると、先ず「ＯＱＬ＝生活の質」という言葉は、日頃何の疑問もなしにプラスイメージで語られていますが、社会臨床の視点から言え

ば、ＯＱＬも外からの測定・評価の一方法に過ぎない「根本的な矛盾を抱えた概念」であることを捉えておく必要があると思います。初めはＯＱＬを主観的なものとしながらも、それを規定したりそれが実際に機能する場面では、必ずＩＱと同様の客観的な測定を要求するようになっていく、やはり人の内側から共感する世界でない方向に行く、全体像を捉えない根本的な矛盾を抱えた概念であると思います。一度皆さんもこのことを考えていただければと思います。

　二つ目は、「カウンセリングブームを問題視する」ということを考えてみたいのですが、学校現場でのスクールカウンセラー配置に見られるように、カウンセリングがブームになっています。私が参加した平成８年の社会臨床学会総会の場で語られたことを紹介します（学会といっても何の参加資格も必要ありません。開かれた議論の場です）と、何かあるとすぐカウンセリングに頼る背景というのは、「社会全体の人間関係が希薄になってきている」「ひとを傷つけず、自らも傷つかずに解決する方法としてのカウンセリングへの期待がある」ことが理由のようです。症状とか当事者からの問題提起というのは、ある意味で「まわりの社会への抵抗の表現であり、解放への願い」だと思います。しかし、カウンセリングは、「個人を変えることのみが目標とされ、社会を変えていこうという意図はない」「本人も変わり、社会も変革されていくというダイナミックな関係でない」ここにカウンセリングブームの問題性があるように思います。こういう一見よいとされているものに対し、きちんとした問題指摘ができるのが社会臨床の視点だと思います。

	


　三つ目は、「こころの専門家はいらない」ということを考えたいのですが、どういう問題意識かと言いますと、「こころの専門家」ということは「権威づけをする」ということです。権威づけをすることで、人とひととの日常的な関係を断ち切り、人間の全面的な管理へと向かうということです。専門家が幅をきかせ、専門家に期待する社会は決して健全な社会とは言えないと思います。こころを専門家にあづけるわけにはいかないのではないでしょうか。

　このように、社会臨床の視点をもつということは、①援助する側される側の認識から出発して相対化する。②多数派を目指さない。③様々な社会問題に当事者として介入していくことを意味します。社会臨床学会会員への条件・資格は一切ありません。「目的に共鳴し、社会臨床ということに関心をもつ人々によって構成」されています。

　会則の目的によりますと、「・・・いまの時代を生きる人間の悩みや想い、その背後にある社会の矛盾や問題を、既成の学問の枠組みやその方法にとらわれず、さまざまな領域、さまざまな立場の人びとが共に自由に考える場となることをめざす」とあります。

　障害をもつ当事者の生の声を聞いていくなかで、社会臨床の視点をもつ必要性があることに気づかされました。すこし、ピーアールの部分もありますが、ものごとを一度根源的に捉え直してみたいと考えてみえる方が皆さんの中にあれば、是非関心をもっていただければと思います。期待に違うことはないと私は確信しています。

　４番目は、「重度障害者が地域を変えていく核になる、変革の主体になる」ということです。６番目にも関係することですが、これは重い障害児を抱えながらも価値の取り戻しといいますか、積極的な意味づけを行おうとしている方から聞いたことをヒントにしています。私が付き合っている当事者の人も講演で好んで使っている言葉ですので、使わせてもらいます。

　「自分で動けない、歩けない、言葉が出ない、意思表示ができない・・・」ような重い障害をもつ人がそこにいるだけで、まわりや地域・社会を変えていく主体となるということです。重い障害をもつ人の場合は、「いる」＝存在するということを考えざるを得ない。私たちは、これまで人と人との関係のなかでは、「どのように」＝働き、機能、能力ということを絶えず考えてきて、「いる」ということは自明のこととして避けてきた。しかし、重い障害をもつ人の場合は「どのように」は出てこないし、あてはまらない。「・・・にいる、存在する」世界を考えざるを得なくなってくる。 となるということは、「・・・にいる、存在する」だけで価値がある、存在価値を認める必要が出てくるということです。まわりに「ねばならない」という内発的な覚悟＝内発的義務をまきおこすということです。権利権利と主張する必要がない世界「義務が先行する世界」の実現

	


に至らないと、そこまでいかないとものごとは見えてこないし、根本的な解決に至らないし、共生の内実もわからない、というのが私が最近ずっと感じているところです。

	


　視点の一番目で「心のバリアフリーをいう前に・・・・・・物理的ハンディキャップを最小にする・・」といいましたので、ある意味で矛盾するように思われるかもしれませんが、いうべきことはいう、しかし、物理的ハンディキャップを最小にしていっても残るものは残るのですね。最後は内発的な義務が先行する世界に至らないと、やはり根源的な解決にならない、そういったことです。

　６番目に書きましたのは、フランスの女性哲学者のシモーヌ・ヴェーユの「根をもつこと」からきています。

　少し長くなりますが、その部分を引用して見ますと、

　「義務の観念は権利の観念に優先する。権利の観念は義務の観念に従属し、それに依存する。一つの権利はそれ自体として有効なのではなく、その権利と対応する義務によってのみ有効となる。一つの権利が現実に行使されるにいたるのは、その権利を所有する人間によってではなく、その人間にたいしてなんらかの義務を負っていることを認めた他の人間たちによってである。義務は、それが認められたときすぐさま有効となる。だが、一つの義務は、たとえ誰からも認められない場合でさへなんらその存在の十全性を失うことはない。ところが、誰からも認められない権利は、とるにたりぬものである。」

　「権利は、かならずある種の条件と結びついたかたちで現れる。義務のみが無条件でありうる。義務はいっさいの条件を超えた領域に位置している。なぜなら、この世を超えたところにあるからである。」

　わかりにくいかもしれませんが、「義務は徹底して個人レベル、権利は社会的レベル」なんですね。権利権利と言わなくても、「・・・にいる、存在する」だけで価値がある。このことを一人ひとりがどのように認めていくか、これは、「我々が内発的義務が先行する世界の中で生きられるかどうか、目指しているのかどうか」を問われていることだと思います。

（『シモーヌ・ヴェーユ著作集５』「根をもつこと」第一部魂の要求するもの）
　５番目に書きましたのは、「その他の関係を重視」ということです。ご存じの人も多いかと思いますが、哲学者で主夫を自称する鶴見俊輔さんの講演を最近２回聞く機会がありました。そのなかで、「家族って何だろう」というフォーラムに特別ゲストに招かれて、「その他の関係」というテーマで話されました。その時の印象が強くありますし、これまでの文脈とかなり繋がっている話ですので、鶴見さんのようにうまくは話せませんが、皆さんにお伝えをしたいと思います。

　どういうことかと言いますと、例を三つほど出されています。

　例１では、鶴見さんが５０年編集責任にあたってきた「思想の科学」という雑誌に投稿があった話で、つぎのような内容です。

　「おばあさんの身の回りを手伝ってくれる中年の女性がいて、法律上は「その他の関係」（血縁でも養子でもない）である。しかし、おばあさんにとっては重要な人、大切な人、おばあさんにとって一番楽しい人、一番よく考えてくれる人である。この中年の身寄りのないひとをどうしていったらよいのか、という投書があり、この話は人をひきつけるものがあった、というものです。」

　例２では、作家の井伏鱒二の「黒い雨」という小説の中の一場面の内容です。

　「原爆に打たれた５０才と６才の少年の１時間半ぐらいのできごとなのです。６才の子どもに出会うが、親しみが深まることを恐れて名前を聞かない。１時間ぐらい助け合って歩いてきたが、もうこれ以上進めなくなる。― これもその他の関係」

	


　例３では、沖縄戦でのことです。「老夫婦が洞窟の中から少女に白旗を掲げさせて投降させる。老夫婦は死ぬが、少女は助かる。― そこで家族、深く助け合うものが家族」

	


　鶴見さんは、「どんな人でも家の中では有名人、人間はそれ以外の有名を求めるのは間違い。人が死ぬとやがて見知らぬ人に、その死を知っている人が死ぬとやがて無名になる。死は、最後は物になる。しかし、宇宙と一体となり寂しくはない。夫婦であっても、お互い見知らぬもので終わる、覚悟をしておく必要がある。血縁の家、家族を過渡期として突き抜ける、それが重要」といっていました。

　このことから、何が言いたいかといいますと、私が思ったのは、障害をもつ人と持たない人の介助される側介助する側も、この「その他の関係」ではないのか。血縁の家族ではないかもしれないが、「深く助け合うものが家族」とすれば、血縁の家族より「生き生きとした関係」＝支えていた方が支えられている関係、そういう思いでした。僕等はこういう「その他の関係」をどれだけ多くつくれるのか、ということだと思います。

　最後になりましたが７番目です。やはり、テーマにあります人権とか共生とかを考えますと、普遍性を目指すとすれば、「個人として自ら考え、自ら動く」ことが大切だと思います。このことは、ものごとを固定化して考えないー 絶対化しない、相対化することでしょうし、多数を目指さない

	


 少数者を少数者として生きることでもあり、この社会は矛盾も多いけれど少しでも変えていくすべての人に開かれた社会の実現を目指して、ということだと思います。こういうことを基本にして、だれが悪いというだけでなく、自ら考え自ら動くことで、何を優先させるべきかがみえてくるでしょうし、それが、やがて自律した一人ひとりがゆるやかなネットワーキングで繋がり、この国・地域・社会を変えていく力にしていくのだと思います。

	

	



　私は、県の職員として行政の内側にいますが、私がこれまで述べてきたことは残念ながら少数派です。（もちろん私自身の責任も大きいことに変わりはありません。）おそらく私が公務員でいる内には実現しないことばかりだと思います。こういう中では、できる部分から自ら動くしかないのですね。目の前に困った人がいれば支援する。絶えず偽善だ偽善だと思いながらも、自分で少しでも役に立つことができれば、そのくらいの感覚にしか過ぎません。行政の内側、まわりやトップへなかなか届けることができていません。昨年「重い障害をもつ人の存在が行政のありようを変える」というレポートを提出して、県庁に車イス職員をと提案し続けてきましたが、実現に至っていません。無力感も大きいですが、言い続けることが、僕等が給料をもらって仕事をしている証と思ってやっています。

　いずれにしましても、冒頭申し上げたとおり、結論的には、①障害をもつ人の課題を考えていくことは、この国・地域・社会を変えていくことに繋がるいろいろなヒントを与えてくれていることに気づく、ということであり、②僕等が普段接していない異文化・異質な世界に触れるということは、等身大で足が地に着いた見かたができるようになり、ものごとの本質に迫る中で、やがて自ら考え自ら動くことが出来るようになり、③そういう中で、テーマにあります「障害者と人権」の問題を考えていくことは、例えば部落問題への違和感がなくなってくることにもなるし、何故部落問題の解決が一人ひとりにとって課題なのかにスッーと入っていけることに繋がり、そこに部落問題を始めとする「人権」を身近に考えるてがかりを見つけられるのではないか、そういうことをお話しとして伝えたかったわけです。

　今日は、「障害者と人権」というテーマから、「私が障害をもつ当事者と出会って、教えられたり、学んだり、プラスになったこと」を少しでもお伝えし、そういう中で身近に生活感覚で日常性を掘り下げることで、皆さんに人権というものを考えるきっかけにしてもらえることができたら、と思いました。また、この講座のねらいである「この受講を契機として、自己学習を深めること」に少しでもつながれば幸いに思います。

　一方的なこちら側からの話ばかりでしたが、最後までお聞きくださいましてありがとう

ございました。これで終わらせていただきます。

「障害者と人権」　内発的義務が先行する世界を目指して


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　脇田　愉司








　はじめに


１　障害をもつ人との関わりから


２　障害者の人権保障の動き


３　傷害をもつ人のおかれている現状


４　障害者の（人権）問題とは何か


５　人権と内発的義務を考える視点








PAGE  
1

